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事業活動収支計算書関係比率

分類 比率の名称 算式 比率の意味

経常収支差額
経常収入

教育活動収支差額
教育活動収入

基本金組入前当年度収支差額
事業活動収入

事業活動支出
事業活動収入－基本金組入額

学生生徒等納付金
経常収入

寄付金
事業活動収入

補助金
事業活動収入

人件費
経常収入

教育研究経費
経常収入

評価欄の見方：「↑」高い方が良い、「－」どちらともいえない、「↓」低い方が良い

事業活動収入・・・従来の「帰属収入」に該当する。

経常収入・・・従来の「帰属収入」（負債とならない収入）から臨時的な収入（施設設備取得に係る寄付金及び補助金、資産売却差額等）を除いた経常的な収入。

基本金組入額の増加により、前年度より
5.5ポイント上昇（悪化）した。

102.3%100.3%99.5%

本学の状況（H29決算）

人件費の増加により、前年度より0.8ポイ
ント上昇（悪化）した。

教育研究経費比率

教育研究経費は学校法人の本業である教育研究活
動に関する支出であり、経常費等補助金の配分にも
影響しているので、この比率が高くなることが望まし
い。

↑ 26.8% 29.0%
教育研究経費の増加により、前年度より
0.8ポイント上昇した。

28.0% 28.8%

11.3% 11.1%
施設設備補助金の増加により、前年度よ
り2.3ポイント上昇した。

支出構成はどうか

人件費比率
人件費は学校法人の経常支出の大半を占め、また
固定費的なものであるため、人件費比率を一定の比
率以下に抑えることが必要である。

↓ 58.3% 58.8%

収入構成はどうか

補助金比率
分子の補助金には教育活動収支における経常費等
補助金だけでなく、年度固有の臨時的収入に区分さ
れる施設設備補助金も含まれる。

↑

77.0%
学生生徒等納付金の増加により、前年
度より0.4ポイント上昇した。

寄付金比率

分子の寄付金には特別収支の施設設備寄付金及び
現物寄付も含む。そのため、周年事業の寄付金募集
がある場合、年度により増減幅が大きくなることがあ
る。

↑ 2.6% 2.3%
寄付金の減少および事業活動収入の増
加により、前年度より0.4ポイント下降し
た。

76.1% 76.6%

3.3%

5.7%
人件費、教育研究経費支出、管理経費
の増加により、前年度より1.8ポイント下
降した。

教育活動収支差額比率
学校本来の教育活動による収支差額を表しており、
本業である教育活動収入の範囲内で、どの程度余裕
を持って運営できているかを把握することができる。

↑ 8.5% 5.4%
人件費、教育研究経費支出、管理経費
の増加により、前年度より1.8ポイント下
降した。

8.7% 6.5%

6.1%

経常収支差額比率

経営の健全性を表す指標であり、この比率が高いほ
ど、施設設備の取替更新や新規投資の資金を確保で
きるため、中長期的な施設設備計画を検討するうえ
で一つの指標となる。

↑

6.3% 3.9% 5.9%

人件費、教育研究経費支出、管理経費
が増加するも、その他の特別収入の増
加により、前年度より0.1ポイント上昇（好
転）した。

区分
評価 H25 H26 H27

11.9%

59.0%

28.1%

経営状況はどうか

事業活動収支差額比率

従来の帰属収支差額比率で単年度における事業活
動全体の収支差額比率を表している。この段階で
は、この収支差額で当年度の基本金組入額を確保す
る必要がある。

↑

↓

従来の消費収支比率で当年度の基本金組入額が事
業活動収支差額のプラスの範囲内で収まっていれば
基本金組入後収支差額は収入超過となり、この比率
は100％未満となる。

基本金組入後収支比率

学生生徒等納付金比率

学校法人の経常収入のなかで最大の比重を占めて
おり、安定的な比率で推移していることが経営的には
望ましい。一方、この比率が高いほど、学生生徒等納
付金への依存度が高く、収入財源の多様化が必要と
なる。

－

H28

8.9%

8.5%

8.0%

99.3%

76.5%

3.4%

11.8%

57.8%

H29

7.1%

6.7%

8.1%

104.8%

76.9%

3.0%

14.1%

58.6%



貸借対照表関係比率

分類 比率の名称 算式 比率の意味

純資産
負債＋純資産

特定資産
総資産

評価欄の見方：「↑」高い方が良い、「－」どちらともいえない、「↓」低い方が良い

特定資産・・・「退職給与引当特定資産」、「施設設備引当特定資産」、「減価償却引当特定資産」、「基本金引当特定資産」など使途が特定されている預金等。

純資産・・・基本金と翌年度繰越収支差額で構成される。「資産の部」から「負債の部」（他人資本）を差し引いた自己資本の額。

82.2%
基本金の増加による純資産の増加及び
借入金の減少による負債の減少により、
前年度より0.3ポイント上昇した。

特定資産の状況は
どうか

特定資産構成比率

この比率が高いほど財政基盤が安定しており、学校
法人運営を計画的に行うことができる。なお、学校法
人によっては特定資産に繰り入れずに現預金や短期
有価証券等の流動資産で保有している場合もあり、
流動資産の状況と合わせて判断する必要がある。

↑ 19.6% 21.1%
特定資産の取り崩し及び総資産の増加
により、前年度より0.6ポイント下降した。

自己資本はどうか 純資産構成比率

法人が所有している総資産（＝【負債】＋【純資産】）
の財源が、自己資本なのか他人資本なのかを表し、
この比率が高いほど資産を自力で調達できているこ
とを示している。

↑ 81.4%

本学の状況（H29決算）
区分

評価 H25 H26 H29

21.4%

H27

82.9% 83.8%

22.1%

H28

84.1%

21.5%


